
R1 R2 R3

信州上田医療センター線
上田駅～信州上田医療
　　　　　　センター 2.4 毎日運行 36 18,073 26,272 27,591

塩田線 上田駅～別所温泉 16.4
平日・土曜のみ

運行 8 10,175 10,905 11,637

上田市街地循環バス
（青バス）

上田市街地 27.3
平日・土曜のみ

運行 9 13,315 10,943 11,589

上田市街地循環バス
（赤バス）

上田市街地 27.3
平日・土曜のみ

運行 9 10,799 8,221 8,142

令和2年4月1日
から千曲バスか
ら引き継ぎ、運
行開始

久保林線 久保林～上田駅 4.9
平日・土曜のみ

運行 8 4,038 2,253 2,337 平成28年10月1日から運行開始

室賀線 千曲バス㈱
下秋和～上室賀
上田新田～上室賀

17.4
14.1

平日のみ運行
9
1

25,609 29,036 30,279

（５）上田市生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画）について

路線名
輸送人員（人）

運行区間 運行日 日運行回数運行距離(Km) 備考運行事業者

上田バス㈱

資料５



 

 

 

生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画を含む） 

 

令和４年５月  日 

 

          （名称） 上田市公共交通活性化協議会          

                  （代表者名）  会長 三浦 哲夫 
 

生活交通確保維持改善計画の名称 

 上田市地域内フィーダー系統確保維持計画（令和５年度～令和７年度） 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

上田市におけるバス路線の集積点は、上田駅となっており、市域内に広範に路線バス、コミュ

ニティバス、デマンド交通等により構成される公共交通機関網が広がっている。 

これらの公共交通については、市街地中心部の総合病院をはじめとする各種医療機関、大規模

ショッピングセンター等が当市民の日常生活機能を担う中で、各地域からのバス路線が市街地に

向かう唯一の手段として、車を運転できない高齢者等を中心に、生活に必要不可欠な交通として

機能している。 

しかしながら、人口減少と自家用車の普及により、当市の公共交通機関の利用者は減少傾向に

あり、バス事業者の収支悪化による行政負担の増加をはじめ、運行に様々な問題が発生している。 

従来自主運行してきたものの、収支の悪化により存続が困難となっている上田バス㈱が運行す

る塩田線、信州上田医療センター線、千曲バス㈱が運行する室賀線については、塩田・川西地域

の住民の通院・買い物を中心とした生活に不可欠な路線として存続させていくことが必要であ

る。このため、地域公共交通確保維持事業により、塩田線、信州上田医療センター線、室賀線の

確保・維持を図りたい。 

上田市街地循環バスについては、上田市街地の公共施設をはじめとした拠点施設等を結び、市

民の通学や通院、買い物をはじめ、観光的な利用も含めた市街地の回遊性向上を目的として運行

しており、本事業による路線の維持・確保を図りたい。 

また、平成28年10月から運行を開始した上田バス㈱の久保林線は、交通空白地帯の久保林地区

と上田駅を結ぶ、生活に必要な交通体系を確保するとともに、中心市街地活性化に結びつけてい

く路線として存続が不可欠である。 

なお、同年12月には、まちづくりと連携し、公共交通ネットワークを一体的に形づくり、持続

させることを目的に地域全体の公共交通ネットワークシステムの在り方などを定めた「上田市地

域公共交通網形成計画」を作成した。 

現在、令和2年、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の改正に基づく「地域公共交通

計画」の策定に取り組んでおり、令和4年度中の策定を予定している。 

 

資料５－１ 



 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

【上田バス㈱】 

（乗車人員） 

信州上田医療センター線の乗車人員を 37,960 人以上、塩田線の乗車人員を 12,775 人以上、上

田市街地循環バスの乗車人員を青バス 18,980 人以上、赤バス 11,315 人以上、久保林線の乗車

人員を 3,780 人以上とする。 

 

（運行コスト） 

 各路線の運行コストを１㎞当たり 467円以内とする。 

信州上田医療センター線の収支率を 50％以上、塩田線・上田市街地循環バス・久保林線の収支

率を 15％以上とする。 

 

 

【千曲バス㈱】 

（乗車人員） 

室賀線の乗車人員を 31,510 人以上とする。（算出根拠は昨年 31,198 人だった為、1％を上乗し

た数字を目標とした。） 

 

（運行コスト） 

令和 3 年度（10 月～9 月）の運行コスト実績が 1 ㎞ 443 円 62 銭のため、室賀線の運行コスト

を 1㎞当たり 443 円以内とする。 

 令和 3年度（10 月～9月）の収支率の実績が室賀線 30.89％のため、収支率を 31％以上とする。

前年度の実績値を参考とした。 

 

（２）事業の効果 

【塩田線】 

 塩田線を維持することにより、西塩田地区の交通不便地域の日常生活に必要不可欠な移動手段

が確保される。また、上田電鉄別所線塩田町駅等と接続することにより、効率的な運行体系が実

現できる。さらには、外出促進・地域活性化にもつながる。 

 

【信州上田医療センター線】 

 上田駅及び地域間幹線系統と上田市の中核拠点病院である信州上田医療センターを効率的に

結び、病院通院者および周辺住民の利便性を図る。 

 

【室賀線】 

 室賀線を維持することにより、川西地域の交通不便地域の日常生活に必要不可欠な移動手段が

確保される。また、上田駅と接続することにより、効率的な運行体系が実現できる。さらには、

外出促進・地域活性化にもつながる。 

 

【上田市街地循環バス】 

 市街地循環バスを運行することにより、周辺住居地域と市街地主要施設を結び、中心市街地へ

の買い物需要や病院・高校等への通院・通学の利便性を確保し、また上田駅等と接続することに

より、観光振興の視点を踏まえた効率的な運行体系が実現できる。 

 

【久保林線】 

 久保林地区住民からの要望を踏まえ、公共交通空白地帯の久保林地区と上田駅を結ぶ生活交通

しての足を確保することにより、地域住民の外出促進、中心市街地の活性化につなげる。 

 

 



 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・ダイヤ改正やバス停変更に合わせて時刻表を改定し、印刷のうえ配布する。（上田市公共交通

活性化協議会） 

※上田市地域公共交通網形成計画 P73 

・新型コロナウイルス感染症の感染状況を注視しつつ、小学校の夏休み期間に「夏休みキッズパ

ス企画」を実施し、家族でのバス利用を促し、公共交通の役割や重要性等について理解を深め、

親しんでもらうとともに、将来の利用促進につなげていく。（上田市公共交通活性化協議会・

バス事業者） 

※上田市地域公共交通網形成計画 P42 

・高校入学を控えた中学 3年生や在学中の高校生に対し、通学における公共交通の利用促進チラ

シを配布する。（上田市公共交通活性化協議会） 

・新型コロナウイルス感染症の感染状況を注視しつつ、市内の小中学生、また、運転免許証を返

納した高齢者を対象とした「バス乗り方教室」を開催し、モビリティマネジメントに取組む。

（上田市公共交通活性化協議会・バス事業者） 

※上田市地域公共交通網形成計画 P74 

・運転免許自主返納促進事業におけるタクシー利用補助券申請者に対して、バスの時刻表、路線

図等を補助券送付時に同封し、配布する。（上田市公共交通活性化協議会） 

・ＱＲコード決済により公共交通をキャッシュレスで利用できるプロジェクトの周知ＰＲを徹底

し、利用者にとっての利便性の向上、事業者にとっての生産性の向上による利用促進を図ると

ともに、様々な施策との連携による波及効果を図る。（上田市公共交通活性化協議会・バス事

業者） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 

表 1のとおり 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

上田市から運行事業者への補助金額については、運行収入及び国庫補助金を運行経費から差し

引いた差額分を負担することとしている。 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

上田バス㈱、千曲バス㈱ 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行

回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

 

 

 



 

 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準

ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表５」を添付。 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとす

る場合のみ】 

該当なし 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとす

る場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

（２）事業の効果 

該当なし 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の負担者【車両減

価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合

のみ】 

該当なし 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支

の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促

進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

 



 

 

17．協議会の開催状況と主な議論  

令和元年 5月 29 日 

 

令和元年 11 月 22 日 

 

令和 2年 1月 

 

令和 2年 2月 14 日 

 

 

令和 2年 6月 5日 

 

令和 3年 1月 22 日 

 

令和 3年 2月 10 日 

令和 3年 3月 24 日 

 

令和 3年 6月 1日 

令和 3年 11 月 22 日 

令和 4年 1月 7日 

 

令和 4年 5月 25 日 

 

地域間幹線系統確保維持計画、上田市生活交通確保維持改善計画、運賃

低減バス運行計画等について承認 

県道川西線、鹿教湯線の一部系統の廃止、まちなか循環バスの休止等に

ついて承認 

書面協議による協議会を開催し、上田市生活交通確保維持改善計画（フ

ィーダー系統）の事業評価について承認 

地域公共交通確保維持改善事計画（運行事業者変更）変更、交通不便地

域の解除（古安曽地域・富士山地域）、新規申請（城下地域）等につい

て承認業 

地域間幹線系統確保維持計画、上田市生活交通確保維持改善計画等につ

いて承認 

書面協議による協議会を開催し、上田市生活交通確保維持改善計画（フ

ィーダー系統）の事業評価について承認 

まちなか循環バス、上田城下線の廃止等について承認 

書面協議による協議会を開催し、信州の鎌倉シャトルバス線の廃止及び

信州上田レイライン線の新設について承認 

佐久上田線の廃止について承認 

豊殿地区自主運行循環バス（あやめ号）の廃止について承認 

書面協議による協議会を開催し、上田市生活交通確保維持改善計画（フ

ィーダー系統）の事業評価について承認 

地域間幹線系統確保維持計画、上田市生活交通確保維持改善計画、運賃

低減バス運行計画等について承認（予定） 

18．利用者等の意見の反映状況 

路線ごとに利用啓発を図るとともに、住民からの要望を踏まえたダイヤ変更等の改善を行いな

がら利用人員の増加を図り、路線の維持確保につなげていく。 

19．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 長野県企画振興部交通政策課、長野県上田地域振興局企画振興課 

関係市区町村 上田市（都市建設部、福祉部） 

交通事業者・交通

施設管理者等 

東日本旅客鉄道㈱長野支社上田駅、しなの鉄道㈱、上田電鉄㈱、上田バス㈱、

千曲バス㈱、東信観光バス㈱、ジェイアールバス関東㈱小諸支店、一般社団

法人長野県タクシー協会上小支部、千曲バス労働組合、上田警察署、国土交

通省長野国道事務所、長野県上田建設事務所、上田市都市建設部管理課 

地方運輸局 北陸信越運輸局、北陸信越運輸局長野運輸支局 

その他協議会が必

要と認める者 

上田市自治会連合会、上田市社会福祉協議会、上小圏域障害者総合支援セン

ター、上田婦人団体連絡協議会、上田市身体障害者福祉協会、上小高等学校

長会、名古屋大学客員准教授 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 上田市大手１丁目１１番 16 号              

（所 属） 上田市都市建設部交通政策課            

（氏 名） 前沢 文哉            

（電 話） ０２６８－２３－５０１１              

（e-mail） kotu@city.ueda.nagano.jp              


